いの町管財契約課　TEL：088-893-1114、FAX：088-893-0871

【提出書類】
　１　建設工事関係（標準様式または高知県様式に準じたもの）

①　一般競争（指名競争）入札参加資格審査申請書
②　営業所一覧表
　　③　総合評定値通知書の写し（最新の通知書を使用すること。経営事項審査時には社会保険等（健康保険、厚生年金保険、雇用保険）未加入であった事業者が、入札参加資格審査時に加入または適用除外となっている場合は、それぞれ当該事実を証明する資料を添付）
　　④　納税証明書（完納証明）（写し可）※証明日が申請日から3ヶ月以内であるもの
　　　　　委任する支店等がある場合は、本店と委任された支店等の両方の事業所に係るすべての納税証明（国税、都道府県税、市町村税（市町村税は高知県内に本店又は委任された支店等を有する場合のみ））が必要

　　　　<国税>　法人：法人税と消費税及び地方消費税（税務署様式３の３）

　　　　　　　　個人：申告所得税と消費税及び地方消費税（税務署様式３の２）

　　　　<都道府県税>　法人又は個人事業税等

　　　　<市町村税>　法人：法人市町村民税、固定資産税、個人市町村県民税（特徴義務者）、

　　　　　　　　　　　　　軽自動車税

　　　　　　　　　　個人：代表者個人に係るすべての市町村民税

　　　　　　　　　　　　　個人市町村県民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険料(税)、

　　　　　　　　　　　　　介護保険料

　　　⑤　工事経歴書（希望工種別に直近１年分（公共工事））
⑥　代表者身分証明書（成年被後見人等でない旨の証明）（個人の場合）（写し可）

　　　⑦　暴力団排除に関する誓約書及び照会承諾書
　　　⑧　委任状（支店等に委任する場合）※データ提出不可。押印した原本を提出すること。
⑨　その他町長が特に必要と認めた書類（こちらが求めた場合のみ）
　２　測量・建設コンサルタント等（標準様式または高知県様式に準じたもの）
①　一般競争（指名競争）入札参加資格審査申請書（測量・建設コンサルタント等）

②　営業所一覧表

③　登記事項証明書（法人の場合）（写し可）

④　登録証明書（写し可）

⑤　財務諸表類（法人の場合は貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び注記表、個人の場合は青色申告決算書又は収支内訳書（白色申告書）及び確定申告書B。審査基準日の直前１事業年分）

⑥　納税証明書（完納証明）（写し可）※証明日が申請日から3ヶ月以内であるもの
委任する支店等がある場合は、本店と委任された支店等の両方の事業所に係るすべての納税証明（国税、都道府県税、市町村税（市町村税は高知県内に本店又は委任された支店等を有する場合のみ））が必要

<国税>　法人：法人税と消費税及び地方消費税（税務署様式３の３）

個人：申告所得税と消費税及び地方消費税（税務署様式３の２）

<都道府県税>　法人又は個人事業税等

<市町村税>　法人：法人市町村民税、固定資産税、個人市町村県民税（特徴義務者）、

軽自動車税

個人：代表者個人に係るすべての市町村民税

個人市町村県民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険料(税)、

介護保険料

⑦　委任状（支店等に委任する場合）※データ提出不可。押印した原本を提出すること。
⑧　技術職員の名簿又は略歴書及び資格を有することを証する書類

⑨　測量等実績調書（希望業務別に直近１年分・公共業務）

⑩　代表者身分証明書（成年被後見人等でない旨の証明）（個人の場合）（写し可）
⑪　暴力団排除に関する誓約書及び照会承諾書
⑫　その他町長が必要と認める書類（こちらが求めた場合のみ）
　３　物品製造（購入）・役務の提供等（標準様式又はその要件を満たす書類）

①　一般競争（指名競争）入札参加資格審査申請書（物品製造・役務の提供等）
②　営業所一覧表
③　登記事項証明書（法人の場合）（写し可）
④　財務諸表類（法人の場合は貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び注記表
個人の場合は青色申告決算書又は収支内訳書（白色申告書）及び確定申告書B。審
査基準日の直前１事業年分）
⑤　納税証明書（完納証明）（写し可）※証明日が申請日から3ヶ月以内であるもの
委任する支店等がある場合は、本店と委任された支店等の両方の事業所に係るすべての納税証明（国税、都道府県税、市町村税（市町村税は高知県内に本店又は委任された支店等を有する場合のみ））が必要

<国税>　法人：法人税と消費税及び地方消費税（税務署様式３の３）

個人：申告所得税と消費税及び地方消費税（税務署様式３の２）

<都道府県税>　法人又は個人事業税等

<市町村税>　法人：法人市町村民税、固定資産税、個人市町村県民税（特徴義務者）、

軽自動車税

個人：代表者個人に係るすべての市町村民税

個人市町村県民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険料(税)、

介護保険料
⑥　委任状（支店等に委任する場合）※データ提出不可。押印した原本を提出すること。
⑦　営業許可証又は認可証の写し（運送、廃棄物処理等で国又は地方公共団体の許認可が必要な業種）
⑧　代表者身分証明書（成年被後見人等でない旨の証明）（個人の場合）（写し可）

⑨　暴力団排除に関する誓約書及び照会承諾書
⑩　その他町長が必要と認める書類（こちらが求めた場合のみ）
